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2.2.3 住民参加型での対策の取組 
 

住民のモチベーションを喚起するためには、住民の取り組みに対して何らかの具体的な評

価を行うことで、活動を継続する励みとなる仕組み作りが有効である。 
また、継続的な取り組みには、地域住民の積極的な協力・協働活動が有るか否かが重要な

要素となるが、意識の高い住民やＮＰＯ以外の大多数の住民は問題意識が低かったり、ある

いは問題意識が高い住民も具体の取り組みを行っていない(何をすればいいのか分からない)
場合がある。住民が参画する「きっかけ作り」も、行政の重要な役割として挙げられる。 

 
＜解説＞ 
 

(1) 地域の活動に対して地域通過により価値を位置付けた事例 

やまぐちの豊かな流域づくり構想（椹野川モデル）では、地域住民のボランティア活動を

評価し、また自営業等でボランティア活動にあまり参加できなくとも、協力店等の形で活動

を支援できるように、地域通貨を活用しています。 
ただし、このようなシステムを行政からの支援により立ち上げた場合の多くで、支援終了

後の自立に課題が生じています。自立した継続的な活動を創出するためには、支援を開始す

る段階で、明確に支援期間・規模を示すとともに、自立に向けての具体計画・実現性につい

て十分に協議することが重要です。 

 

図 2-23 地域通過の事例(やまぐちの豊かな流域づくり構想(椹野川モデル)関連資料) 
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図 2-24 地域通貨の協力店マップ(やまぐちの豊かな流域づくり構想(椹野川モデル)関連資料) 

 
(2) 住民協働でモニタリングや情報交換を行っている事例 

印旛沼流域水循環健全化緊急行動計画では、モニタリング活動に住民の誰もが参加できる

体制を整え、さらにホームページ上で住民の情報をとりまとめてマップ表示し、参画のモチ

ベーションを向上させる試みを行っています。 

 

図 2-25 住民協働によるモニタリング事例(千葉県ホームページ「いんばぬま広場」より引用) 
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図 2-26 ホームページへの表示事例(千葉県ホームページ「いんばぬま広場」より引用) 


